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研究成果の概要（和文）：1951年にイラン政府は英系石油会社の支配下にあった石油産業を国有化した。当初、アメリ
カはイランのナショナリズム運動に同情的な姿勢を見せ、石油紛争の仲介役を担ったが、1953年8月に英米共同軍事ク
ーデター実施へと政策転換した。米国公文書とペルシア語史料を分析した結果、モサッデク政権打倒計画はイランにお
ける共産主義勢力拡大を過剰に危険視した米国国家安全保障会議で決定され、計画遂行にヘンダーソン駐イラン米国大
使とCIAが大きな役割を果たしたことが判明した。米による世論工作は限定的ではあったものの、イラン国民の間でモ
サッデク政権への不信感と共産主義の脅威認識を普及させる上で一定の影響力を発揮した。

研究成果の概要（英文）：In 1951, the Iranian government nationalized the oil industry, which had been 
controlled by the Anglo-Iranian Oil Company since 1908. The Truman administration initially showed 
sympathy toward the nationalist movement in Iran and tried to play a role as a mediator in the oil 
dispute. However, the American government changed its policy toward Iran and resulted in overthrowing the 
Mohammad Mosaddeq government through a coup led by the American Central Intelligence Agency (CIA) and the 
British Military Intelligence Section 6 in August 1953. As a result of analysis of US public documents 
and Persian newspapers, a coup plan was decided by the National Security Council (NSC), which 
overestimated Communist influence in Iran and was pursued by CIA and American Embassy in Iran. American 
manipulation of public opinion in Iran had a certain influence to foment mistrust toward the Mossadeq 
Government and fear for Communist threat among Iranian people.

研究分野： 地域研究
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１．研究開始当初の背景 
(1) 1951 年に、イラン政府がイギリス系アン
グロ・イラニアン石油会社(AIOC)の独占操業
するイラン南部石油産業の国有化を発表す
ると、AIOC 及び同社の最大株主である英国
政府は、経済封鎖に加え、軍事行動も辞さな
い強硬姿勢を示した。それに対し、米トルー
マン政権は、イラン国内のナショナリズム運
動に同情的な姿勢を見せ、両国の石油紛争を
仲介する役割を果たした。しかし、1952 年 7
月以降、イラン国内での共産主義勢力の拡大
を懸念した米国政府は、モサッデク民族主義
政権への態度を硬化させ、1953 年 8 月に、米
中央情報局（CIA）の主導する英米共同軍事
クーデター実施へと舵を切った。アメリカの
対イラン政策の転換に関し、外交史研究及び
国際石油産業史研究において①イラン石油
の確保、②対ソ封じ込め、③アクターの交代
（トルーマン政権からアイゼンハワー政権）、
④英米同盟の重視等の要因が多角的に論じ
られてきた[註 1]。近年の外交史研究では、外
交政策決定過程における「世論」という環境
要因を重視する傾向が見られる [註 2]。しか
し、アメリカの対中東政策における「世論」、
中でも外交政策を実施する対象国の世論に
焦点を絞った研究は、管見の限り皆無に等し
い。1950 年代にイランを含めた中東では、国
民国家の形成とともに、エリート政治から大
衆政治へと移行し、「国民世論」が政治に大
きな影響を与え始めた時期である。アメリカ
の対イラン政策の重要文書を編集した外交
文書集(FRUS)において、石油紛争交渉の場面
で自国の利益や譲歩不可能な点を主張する
際に「世論」について度々言及されており、
外交交渉において「世論」が重要なキーワー
ドであったことが指摘できる。 
 
(2) また、Gasirowski は、1953 年 8 月クーデ
ター事件を米政権にとって CIA を使って外
国政権に介入した初めてのケースであり、
「成功例」として冷戦期アメリカの外交政策
の方向性を決定づけたと位置づけ、CIA の役
割を重視している。他方、Bayandor は、モサ
ッデク政権打倒のアクターとして、CIA より
もむしろイラン国内の反モサッデク派、特に
イスラーム宗教指導者の役割を強調する[註
3]。確かに CIA 文書を読むと、クーデター工
作においてイスラーム宗教指導者及び伝統
的中間層を対象とした世論工作が主要な柱
となっていたが、その影響については従来の
研究では言及されていない。従って、英米の
外交文書とイラン側の史料を十全に活用し、
当時の英米政府とイラン国内組織の関係・連
携を解明する研究を行う。それによって、従
来見落とされてきた問題、すなわち米政府が
イランの世論をどのように解釈し、工作して
いたのかを実証的に研究する。 
 
[註 1] 梅野巨利『中東石油利権と政治リス
ク：イラン石油産業国有化紛争史研究』多賀

出版、2002 年及び Gasiorowski, Mark, and 
Malcolm Byrne (ed.), Mohammad Mosaddeq and 
the 1953 Coup in Iran, Syracuse, 2004 等。 
[註 2]信田智人『冷戦後の日本外交』ミネルヴ
ァ書房、2006 年。 
[註3] Bayandor, Darioush, Iran and the CIA: The 
Fall of Mossadeq Revisited, New York, 
2010.Gasirowski と Bayandor の論争について
は、Iranian Studies 45(5), 2012 を参照。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、1950 年代に外国からの政

治・経済的独立、国内の民主化を目指したイ
ランの石油国有化運動に対し、米国の外交政
策が与えた影響を解明することにある。米政
府は、同運動の結果生じた英イラン石油紛争
に対し、「仲介者」の役割からモサッデク民
族主義政権打倒の「当事者」へと政策転換し、
イラン国民の「ナショナリズム感情」を理解
する立場を放棄してイラン世論を「反共」へ
と「工作」する外交活動を展開した。本研究
では主史料の米国外交文書と、ペルシア語史
料及び英国外交文書を比較検証することで、
米国の対イラン外交政策転換の過程、「世論
工作」の手法と、その影響を考察し、冷戦期
アメリカの外交政策の一端を解明する。 
 
３．研究の方法 
(1)米公文書を中心に、ペルシア語史料を補完
的に用いて、「冷戦期アメリカの対イラン政
策と石油国有化運動―イラン国内「世論工
作」に関する研究」を歴史学的方法で実施し
た。本研究では、史料の性格・入手しやすさ
に応じて、①アメリカ合衆国外交文書、②ア
メリカ国務省極秘文書（公開文書）、③アメ
リカ国務省極秘文書（米国国立公文書館所蔵
未公開文書）、④CIA 極秘文書、⑤ペルシア
語史料と五段階で理解を深めながら研究を
遂行した。そのために、2014 年 3 月 31 日か
ら 4 月 5 日と 2015 年 9 月 6 日から 22 日まで
の 2 回にわたって国立公文書館を訪問して公
文書を調査収集した。本研究によって「世論」
を通したアメリカとイラン大衆の相互関係
の解明を試みた。 
 
(2) 本研究は下図のように、利用する史料の
性格を踏まえて、政府上層部レベルでの外交
交渉というマクロな研究から、在外公館の外
交活動、そしてイラン世論についてのミクロ
な研究へと五段階で理解を深めながら研究
を進め、段階毎に研究目標を設定した。 

 



４．研究成果 
(1) アメリカ合衆国文書（FRUS）の分析 
アイゼンハワー政権がイランのクーデタ

ー工作、すなわち、軍事介入によってモサッ
デク民族主義政権打倒を決定した政策決定
過程の理解を目的に、アメリカ合衆国文書を
分析した。その結果、クーデターによるモサ
ッデク政権打倒計画が国家安全保障会議
(NSC)、特にダレス兄弟の主導で決定された
ことが判明した。NSC の議論は、冷戦構造の
深化とソ連への脅威認識を強く反映してお
り、冷戦下の二項対立的な思考にとらわれた
米国政府高官の認識するイラン「世論」とイ
ラン民衆の考える「世論」にズレがあること
が見出された。そして、冷戦の深化という国
際社会の情勢変化の局面において、イランの
ナショナリズム運動よりも、英米同盟を重視
する政策決定がなされた。そこにはイランを
含めた第三世界におけるソ連の影響力に対
し、1947 年に設立されたばかりの中央情報局
（CIA）を駆使して情報収集・諜報活動を行
い、ソ連封じ込め策を積極的に展開していこ
うとする米共和党政権の政策的意図が反映
していた可能性がある。また、アイゼンハワ
ー政権がマッカーシー旋風や赤狩りなど反
共色を深める国内世論に対して一定の配慮
を示す必要があった点も指摘することがで
きる。 
 
(2) アメリカ国務省極秘文書（公開文書
Confidential U.S. State Department Central Files 
Iran: Foreign Affairs and Internal Affairs 
1950-1954[microfilm], University Publication of 
America, 1985）の分析 
国務省極秘文書を通読した結果、以下の 2

点が判明した。ソ連と国境を接するイランに
設置された、米大使館と領事館は、ソ連関連
情報収集の最前線と位置づけられ、国境近辺
で活動するクルド民族の動向、アゼルバイジ
ャン地方での労働運動、イラン共産（トゥー
デ）党の活動実態が電信や詳細なレポートの
形で米国務省極秘文書の中に残されていた。
また、同文書の中で、イラン国内の様々なグ
ループが、在イラン米国大使館を通して、ア
メリカ政府に情報を提供したり、要望をした
りするなど接触を図っていたことが浮かび
上がった。しかし、トゥーデ党に関する機微
に触れる情報や米大使館に接触したイラン
人の中でもクーデター計画に係わっていた
人物に関する情報の多くが未公開文書に分
類されていた。他方、国民戦線リーダーであ
りながら、後にモサッデク首相と袂を分かっ
たカーシャー二ー師やイスラーム宗教組織、
イラン国家党やスムーカー党など右翼団体
に関する情報の多くは公開文書に分類され
ていた。 
 
(3) アメリカ国務省極秘文書（米国公文書館所
蔵 未 公 開 文 書 Confidential U.S. State 
Department Central Files Iran: Foreign Affairs 

and Internal Affairs 1950-1954 at National 
Archives and Records Administration, NARA 
in Maryland, the United States）の分析 
上記の 1985 年に公表されたアメリカ国務

省極秘文書には、収録されていない未公開文
書を米国国立公文書館で調査した。その結果、
8月19日クーデター前後に行われたワシント
ンの米国国務省と在イラン米国大使館のや
りとりを具体的に理解することができた。ク
ーデター計画を実施する上で、国王との連絡、
モサッデク首相への働きかけなど、トップレ
ベルでの外交・情報収集にロイ・ヘンダーソ
ン駐イラン米国大使が大きな役割を果たし
たことが確認された。 
米大使館に出入りしていたイラン人の中

には、宮内相や王党派のジャーナリストや政
治家、軍人など反モサッデク政権派のみなら
ず、国民戦線のリーダー（ホセイン・マッキ
ー国民戦線事務局長、アッラヒヤール・サー
レフ駐米大使、イラン党のキャリーム・サン
ジャービー議員イラン困民党党首のモザッ
ファル・バガーイー議員や第三勢力党党首の
ハリル・マレキー等）やカシュガーイー族の
族長など多岐にわたり、米大使館は様々な政
治派閥から情報を収集していたことが判明
した。いずれも、アメリカの力を利用して、
イラン国内における自らの政治的影響力の
拡大を図っていた痕跡を窺える。 

 
(4) CIA 極秘文書 (CIA Clandestine Serice 

History, “Overthrow of Premier Mossadeq of 
Iran, November 1952-August 1953,” March 
1954, by Dr. Donald Wilber)の分析 

CIA 極秘文書を精読し、アメリカ合衆国文
書（FRUS）及びアメリカ国務省極秘文書
（Confidential U.S. State Department Central 
Files Iran: Foreign Affairs and Internal Affairs 
1950-1954）の分析結果と比較検討して、CIA、
国務省そして国家安全保障委員会等アクタ
ー毎の役割と事件の全体像の把握に努めた。
その上で、主にテヘラン・バーザールやイス
ラーム宗教指導者を対象として行われた世
論国策の重要性の位置づけを試みた。イスラ
ーム宗教指導者及び有力バーザール商人を
通した「世論工作」によって、イラン国民の
間にモサッデク政権打倒とザーヘディー政
権の交代の正統性を浸透させることがクー
デター計画の要であった。そのために、イギ
リスのスパイ、ラシーディアーン兄弟や CIA
の独自エージェントを通した様々な働きか
けや資金のバラマキにもかかわらず、クーデ
ター計画遂行者たちは、高位のイスラーム宗
教指導者及び有力バーザール商人との強力
なパイプを築くことができず、国王の権威に
頼ることになった経緯を理解することがで
きた。また、分析の過程で、CIA 文書と国務
省極秘文書の間に、1953 年 8 月クーデターへ
のアメリカの関与の描写に大きな齟齬があ
ることを発見した。国務省文書は、モサッデ
ク政権打倒クーデターに CIA が関与したこ



とを公的には否定しようとする米政府の意
図を反映していた可能性が考えられる。その
研究結果をドイツ現代中東研究学会 (The 
German Middle East Studies Association for 
Contemporary Research and Documentation, 
DAVO)で報告を行った。 
 
(5) ペルシア語史料の分析 
ペルシア語主要日刊紙エッテラーアート

紙では、1953 年 8 月に近づくにつれ、共産主
義勢力拡大による治安の不安定化やモサッ
デク政権による経済政策の失敗を主張する
報道や論説が増えた。そして、8 月 19 日のモ
サッデク政権転覆直後にテヘラン・バーザー
ルはモサッデクを支持して閉鎖したが、1952
年 7 月 21 日国民蜂起の時とは異なり、ザー
ヘディー新政権に対する抗議運動は全国的
な広がりをもつことはなかった。従って、ア
メリカと反モサッデク派の世論工作は、限定
的ではありながらもイラン国民の間に政府
支持を減退させる上で一定の役割を果たし
ていたとみられる。 
反共を目的とした、米政府によるパフラヴ

ィー王政の強化とイスラーム宗教勢力の利
用は、共産党のみならず、イラン国内の民族
主義や民主化を求める政党をも弱体化させ、
イラン政治の健全な民主化を阻んだ可能性
が高い。 
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